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◎ 業務勘定 
 
   この勘定は、健康保険事業、厚生年金保険事業及び児童手当拠出金徴収業務

における業務取扱い並びに保健事業、福祉事業に係る収支を経理するために設

けられたものである。 

   なお、平成元年度補正予算において、老人保健制度の基盤安定化を目的とし

た特別保健福祉事業資金（１兆５０００億円）が業務勘定に創設され、平成２

年度以降においては、その運用利益金を財源として、老人保健関係業務に対す

る補助等を行っている。 

 

 

○厚生保険特別会計の仕組み 

 

 

  

 保険料 

 

      保険給付費 療養の給付 

 療養給付費等の国庫補助             老人保健拠出金・介護納付金 

      ・退職者給付拠出金 

 保健事業費等財源繰入 

  

 

 

  

 （健診事業、年金相談、病院等施設、等） 

 事務費国庫負担 保健事業・福祉事業 

 

 児童手当拠出金       児童手当拠出金 

 

  業務取扱費財源繰入 

  交付金 児童手当給付 

 児童手当国庫負担  

  

 福祉施設費等財源繰入 

 

 年金国庫負担 

      年金給付 

 

 保険料 基礎年金拠出金 

 

 

 

 

 

一 

 

般 

 

会 

 

計 

健康勘定 

 

   事業運営安定資金

年金勘定 

 

     年金積立金

業務勘定 

（適用・徴収・給付業務）

事業主 

被保険者 

事業主 

被保険者 

国民年金特別会計

基礎年金勘定 

厚生年金受給者

児童手当勘定

事業主 

市

町

村

受給対象者 

保険医療機関等 被保険者等 

 

被保険者等 
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厚生保険特別会計業務勘定

前会計年度 本会計年度 前会計年度 本会計年度
平成15年3月31日 平成16年3月31日 平成15年3月31日 平成16年3月31日

現金・預金 1,515,761 1,517,118 未払金 42 40
未収金 99,247 104,768 他会計繰入未済金 2,819 2,421
前払費用 12 12 賞与引当金 3,744 5,783

貸倒引当金 △ 48,214 △ 51,194 特別保健福祉事業預り金 1,500,000 1,500,000
有形固定資産 68,289 66,782 退職給付引当金 125,361 122,453

国有財産（公共用財産を除く） 68,048 66,581
土地 46,174 46,169
立木竹 49 49 1,631,967 1,630,698
建物 17,255 16,262
工作物 4,567 4,099 資産・負債差額 31,335 32,582

物品 241 201
無形固定資産 28,207 25,793

1,663,303 1,663,281 1,663,303 1,663,281

負債合計
＜資産・負債差額の部＞

資産合計 負債及び資産・負債差額合計

貸借対照表

（単位：百万円）

＜資産の部＞ ＜負債の部＞
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厚生保険特別会計業務勘定

（単位：百万円）

前会計年度 本会計年度
自　平成14年4月 1日 自　平成15年4月 1日

至　平成15年3月31日 至　平成16年3月31日

人件費 78,528 77,322
賞与引当金繰入額 3,744 5,783
退職給付引当金繰入額 9,768 9,104
補助金等 8,366 8,306
委託費 113,869 111,742
一般会計への繰入 － 104
児童手当勘定への繰入 135,066 132,871
健康勘定への繰入 8,924 4,820
年金勘定への繰入 6,231 8,262
船員保険特別会計への繰入 231 232
庁費等 143,739 151,741
その他の経費 12,969 9,646
減価償却費 12,215 11,727
貸倒引当金繰入額 13,906 15,233
資産処分損益 2,689 2,359

　　本年度業務費用合計 550,252 549,258

業務費用計算書
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厚生保険特別会計業務勘定

（単位：百万円）

前会計年度 本会計年度
自　平成14年4月 1日 自　平成15年4月 1日

至　平成15年3月31日 至　平成16年3月31日

Ⅰ　前年度末資産・負債差額 32,387 31,335

Ⅱ　本年度業務費用合計 △ 550,252 △ 549,258

Ⅲ　財源 549,198 550,384
　　１　自己収入 178,570 182,456

児童手当拠出金収入 135,456 132,871
運用益 8,741 9,000
その他の財源 34,372 40,584

　　２　他会計（勘定）からの受入 370,628 367,928
一般会計からの受入 83,104 83,103
児童手当勘定からの受入 1,823 1,798
健康勘定からの受入 97,274 97,487
年金勘定からの受入 188,426 185,539

Ⅳ　無償所管換等 1 120

－ －

Ⅵ　その他資産・負債差額の増減 － －

Ⅶ　本年度末資産・負債差額 31,335 32,582

資産・負債差額増減計算書

Ⅴ　資産評価差額
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（単位：百万円）

前会計年度 本会計年度
自　平成14年4月 1日 自　平成15年4月 1日

至　平成15年3月31日 至　平成16年3月31日

Ⅰ　業務収支
　１　財源

児童手当収入 135,157 132,943
その他の収入 15,578 19,456
一般会計からの受入 83,104 83,103
児童手当勘定からの受入 1,825 1,797
健康勘定からの受入 119,756 113,855
年金勘定からの受入 220,216 207,509
前年度剰余金受入 3,864 1,573
特別保健福祉事業資金からの受入 8,993 8,999

財源合計 588,496 569,240

　２　業務支出
　　（１）業務支出（施設整備支出を除く）

人件費 △ 96,250 △ 93,082
補助金等 △ 8,536 △ 8,306
委託費 △ 113,869 △ 111,754
児童手当勘定への繰入 △ 135,157 △ 132,902
郵政事業特別会計への繰入 △ 2,747 －
船員保険特別会計への繰入 △ 231 △ 232
一般会計への繰入 △ 115 △ 104
出資による支出 △ 6,404 △ 5,638
庁費等の支出 △ 156,460 △ 161,053
その他の支出 △ 8,426 △ 8,770

業務支出（施設整備支出を除く）合計 △ 528,202 △ 521,845

　　（２）施設整備支出
土地に係る支出 △ 2,535 △ 716
立木竹に係る支出 △ 55 △ 129
建物に係る支出 △ 11,153 △ 9,963
工作物に係る支出 △ 18,993 △ 17,031
建設仮勘定に係る支出 △ 12,747 △ 3,551

施設整備支出合計 △ 45,484 △ 31,392

業務支出合計 △ 573,686 △ 553,237

　　業務収支 14,809 16,002

　本年度収支 14,809 16,002

資金からの受入 － －
資金への繰入 △ 164 △ 103
資金（健康勘定）への繰入 △ 4,809 △ 4,597
資金（年金勘定）への繰入 △ 8,262 △ 6,740

　　翌年度歳入繰入 1,573 4,560

収支に関する換算差額 － －

資金本年度末残高 1,501,116 1,501,219
その他歳計外現金・預金本年度末残高 13,071 11,338

　　本年度末現金・預金残高 1,515,761 1,517,118

区分別収支計算書

厚生保険特別会計業務勘定
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注記 

1. 重要な会計方針 

1. 有形固定資産及び無形固定資産の減価償却の方法 

 (1)有形固定資産   

建物、工作物 
定率法により減価償却を行っている。 

物品 
「減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１

５号）」に定める耐用年数を基準とし、残存価格を取得原価の１０％

とした定額法により減価償却を行っている。 

(2)無形固定資産 

ソフトウェアは、取得年度の翌年度から利用可能期間(5 年間)に基づく

定額法により減価償却をしている。 

 

2. 引当金の計上基準及び算定方法 

 (1)貸倒引当金 

未納保険料については､過去 5 年間の保険料の収納額､不納欠損額に基づき

算定し､また､その他返納金債権等の未収金については､過去の実績により

算定している。 

 (2)賞与引当金 

職員の賞与の支払に備えるため支給見込額のうち当期に負担する金額を下

記の計算方法により算出している。 

期末手当  翌年度期末手当予算額×6 月期支給割合/年間支給割合×4/6 

勤勉手当  翌年度期末手当予算額×6 月期支給割合/年間支給割合×4/6 
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 (3) 退職給付引当金（恩給給付費、整理資源及び国家公務員災害補償年金に係

る退職給付引当金を除く） 

職員の退職金の支払に備えるため期末要支給額を下記の計算方法により算

出している。 

経験年数階層毎人員数×平均俸給額×退職手当支給率 

 

＜重要な会計方針の変更＞ 
 

従来、整理資源に係る退職給付引当金繰入額については、退職給付引当金の前年

度末残高と当年度末残高との差額を計上していたが、本年度より、退職給付支給

時に退職給付引当金の取崩しを行い、年度末に当年度末残高との差額補充を退職

給付引当金繰入額とすることとした。 
この変更は、退職給付引当金繰入額の算定方法が差額補充法に統一されたことに

よるものである。 
この変更により、前年度の退職給付引当金繰入額が3,644百万円増加し、人件費

が同額減少している。 

 

3. 出納整理期間 

予算決算及び会計令第３条及び第４条により出納整理期間が設定されており、

出納整理期間中の現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計

数としている。 

 

4. 財政法第 44 条の資金の名称、根拠法令及び内容 

 資金名 ：特別保健福祉事業資金 

 根拠法令：厚生保険特別会計法附則第 19 条 

 内容  ：一般会計からの繰入金を原資として運用を行い、運用益をもって特

別保健福祉事業を行うために設置。 
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5. 各財務書類における表示科目の説明 

 
＜貸借対照表＞ 
・ 「現金・預金」には、当該年度末における支払元受高たる現金と決算剰余金

と財政融資資金預託金との合計額を計上している。 
・ 「未収金」には、当該年度末における当該年度分、過年度分の雑収入等の未

収額を計上している。 
・ 「前払費用」には、翌年度以降分の自賠責保険料を計上している。 
・ 「貸倒引当金」には、未収金等の債権に係る回収不能見込額を計上している。 
・ 「土地」には、国有財産として国有財産台帳に記載されている土地の台帳価

格を計上している。 
・ 「立木竹」には、国有財産として国有財産台帳に記載されている立木竹の台

帳価格を計上している。 
・ 「建物」には、国有財産として国有財産台帳に記載されている建物の台帳価

格を計上している。 
・ 「工作物」には、国有財産として国有財産台帳に記載されている工作物の台

帳価格を計上している。 
・ 「物品」には、国有財産として国有財産台帳に記載されている重要な機械器

具の台帳価格を計上している。 
・ 「無形固定資産」には、国有財産として国有財産台帳に記載されている地上

権、地役権、施設利用権、著作権等の台帳価格を計上している。 
・ 「未払金」には、当該年度末における未払消費税等の未払額を計上している。 
・ 「他会計繰入未済金」には、当該年度末における児童手当拠出金の児童手当

勘定への繰入未済額を計上している。 
・ 「賞与引当金」には、期末手当及び勤勉手当のうち当期負担額を計上してい

る。 
・ 「特別保健福祉事業預り金」には、特別保健福祉事業資金に充てるための国

庫負担金の受入額を計上している。 
・ 「退職給付引当金」には、職員に係る退職手当、遺族補償年金及び整理資源

に係る引当金を計上している。 
 
＜業務費用計算書＞ 
・ 「人件費」には、職員に係る人件費を計上している。 

・ 「賞与引当金繰入額」には、賞与支給見込額のうち、当該年度に帰属する額

を計上している。 
・ 「退職給付引当金繰入額」には、職員に係る退職手当、遺族補償年金及び整

理資源に係る引当額のうち、当該年度に帰属する額を計上している。 
・ 「補助金等」には、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」第

2 条第 1 項に規定する補助金等を計上している。 
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・ 「委託費」には、補助金等に該当しない、対価性のある委託費及び交付金等

を計上している。 
・ 「一般会計への繰入」には、業務取扱費に係る一般会計への繰入額を計上し

ている。 
・ 「児童手当勘定への繰入」には、厚生保険特別会計法第 6 条の規定により、

児童手当拠出金収入を児童手当勘定へ繰り入れる額を計上している。 
・ 「健康勘定への繰入」には、業務勘定における前年度の決算剰余金を、健康

勘定の事業運営安定資金へ組み入れた額、老人保健法の規定による拠出金の

一部に当てるため健康勘定へ繰り入れる額及び健康勘定へ帰属替した国有財

産・物品の取得額を計上している。 
・ 「年金勘定への繰入」には、業務勘定における前年度の決算剰余金を、年金

勘定の積立金へ組み入れた額を計上している。 
・ 「船員保険特別会計への繰入」には、厚生保険特別会計法附則第 19 条第 2

項第 3 号の規定に基づく特別保健福祉事業費の船員保険特別会計への繰入額

を計上している。 
・ 「庁費等」には、庁費及び電子計算機等借料等の物件費等を計上している。 

・ 「その他の経費」には、旅費、賠償償還及び払戻金、貨幣交換差減補填金等

の経費を計上している。 

・ 「減価償却費」には、建物、工作物等の償却資産に係る減価償却費を計上し

ている。 

・ 「貸倒引当金繰入額」には、債権の貸倒れに伴う費用及び損失のうち当該年

度の負担額を計上している。 

・ 「資産処分損益」には、たな卸資産、固定資産に係る処分損益を計上してい

る。 

 

＜資産・負債差額増減計算書＞ 

・ 「前年度末資産・負債差額」には、前年度貸借対照表における資産・負債差

額を計上している。 

・ 「本年度業務費用合計」には、業務費用計算書における本年度業務費用合計

を計上している。 
・ 「財源」には、自己収入と他会計からの受入の合計額を計上している。 
・ 「自己収入」には、児童手当拠出金収入等とその他の財源を計上している。 
・ 「児童手当拠出金収入」には、児童手当拠出金収入等の拠出金収入額を計上

している。 
・ 「運用益」には、利子収入等を計上している。 
・ 「その他の財源」には、雑収入、雑益等に係る収入額を計上している。 
・ 「他会計（勘定）からの受入」には、一般会計等からの受入額を計上してい

る。 
・ 「一般会計からの受入」には、健康保険法第 70条の 3、厚生年金保険法第

80 条、国民年金法等の一部を改正する法律第 79 条の規定による、健康保険

給付費及び厚生年金保険給付費財源の受入額等を計上している。 
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・ 「児童手当勘定からの受入」には、厚生保険特別会計法第 6 条の規定により、

児童手当拠出金の徴収に関する費用等に充てるため、児童手当勘定から受け

入れる額を計上している。 
・ 「健康勘定からの受入」には、保健事業経費及び福祉事業経費等の財源受入

額を計上している。 
・ 「年金勘定からの受入」には、福祉施設費等財源受入額を計上している。 
・ 「無償所管換等」には、国土交通省及び財務省からの無償所管換に基づく資

産の増加額を計上している。 

・ 「本年度末資産・負債差額」には、前年度末資産・負債差額に本年度業務費

用合計、財源、無償所管換等を加減した額を計上している。 

 

＜区分別収支計算書＞ 

・ 「児童手当収入」には、児童手当拠出金収入を計上している。 

・ 「その他の収入」には、雑収入に係る収入額を計上している。 
・ 「一般会計からの受入」には、厚生年金保険法第 80 条、国民年金法等の一

部を改正する法律第 79条の規定による、健康保険給付費及び厚生年金保険

給付費財源の受入額等を計上している。 
・ 「児童手当勘定からの受入」には、厚生保険特別会計法第 6 条の規定により、

児童手当拠出金の徴収に関する費用等に充てるため、児童手当勘定から受け

入れる額である。 
・ 「健康勘定からの受入」には、保健事業経費及び福祉事業経費等の財源受入

額を計上している。 

・ 「年金勘定からの受入」には、福祉施設費等財源受入額を計上している。 

・ 「前年度剰余金受入」には、前年度決算上の剰余金の受入額を計上している。 

・ 「特別保健資金事業資金からの受入」には、特別保健福祉事業の財源に充て

るため、特別保健福祉事業より受け入れた額を計上している。 

・ 「人件費」には、職員に係る人件費を計上している。 
・ 「補助金等」には、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」第

2 条第 1 項に規定する補助金等を計上している。 
・ 「委託費」には、補助金等に該当しない、対価性のある委託費及び交付金等

を計上している。 
・ 「児童手当勘定への繰入」には、厚生保険特別会計法第 6 条の規定により、

児童手当拠出金収入を児童手当勘定へ繰り入れる額を計上している。 
・ 「船員保険特別会計への繰入」には、厚生保険特別会計法附則第 19 条第 2

項第 3 号の規定に基づく特別保健福祉事業費の船員保険特別会計への繰入額

を計上している。 
・ 「一般会計への繰入」には、業務取扱費に係る一般会計への繰入額を計上し

ている。 
・ 「出資による支出」には、特殊法人等への出資額を計上している。 

・ 「庁費等の支出」には、庁費及び電子計算機等借料等の物件費を計上してい

る。 
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・ 「その他の支出」には、旅費、賠償償還及び払戻金等の経費を計上している。 

・ 「土地に係る支出」には、土地の計上に繋がる支出額を計上している。 

・ 「立木竹に係る支出」には、立木竹の計上に繋がる支出額を計上している。 

・ 「建物に係る支出」には、建物の計上に繋がる支出額を計上している。 

・ 「工作物に係る支出」には、工作物の計上に繋がる支出額を計上している。 

・ 「建設仮勘定に係る支出」には、未だ建設途中であるが部分払等により支払

った金額を計上している。 

・ 「資金への繰入」には、決算処理による資金への繰入額を計上している。 

 

6. 単位未満の計数の切り捨て及び 100 万円未満の計数の表示等 

金額の単位は 100 万円単位とし、単位未満は切り捨てているため、合計は一致

しないことがある。 

100 万円未満の計数がある場合には「0」で表示し、該当計数が皆無の場合には

「－」で表示している。 
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附属明細書 

（単位：百万円） 

1. 貸借対照表項目に関する明細 

（１）資産項目の明細 

① 未収金の明細 

内容 相手先 本年度末残高 

児童手当拠出金 事業主 2,379

その他  102,388

合計  104,768

 

② 固定資産の明細 

区分 
前年度末 

残高 

本年度 

増加額 

本年度 

減少額 

本年度 

減価償却額

評価差額（本

年度発生分）

本年度末

残高 

（有形固定資産） 
            

国有財産（公共用財

産を除く） 
68,048 1,686 1,871 1,282 － 66,581

土地 46,174 1,554 1,559 － － 46,169 

立木竹 49 －  － － － 49 

建物 17,255 102 249 846 － 16,262 

工作物 4,567 29 62 436 － 4,099

物品 241 272 286 25 － 201

小計 68,289 1,959 2,158 1,307 － 66,782

（無形固定資産） 

電話加入権 323 － 0 － － 322

ソフトウェア 27,884 8,006 － 10,419 － 25,470

小計 28,207 8,006 0 10,419 － 25,793

合計 96,497 9,965 2,158 11,727 － 92,576
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（２）負債項目の明細 

① 未払金の明細 

内容 相手先 本年度末残高 

消費税 一般会計 1

その他  38

合計  40

 

2．業務費用計算書の内容に関する明細 

 （１）補助金等の明細 

内容 相手先 金額 支出目的 
連結対象

の有無 

老人福祉事業

開発委託費 

①（財）厚生年金事業振興団  

②全国社会保険委員会連合会 

138 厚生年金老人ホームにおける健康及び栄

養相談､検診等の健康管理事業 

無 

健康づくり啓

発事業委託費 

①（財）健康･体力づくり事業財団

②（財）日本障害者リハビリテー

ション協会 

300 健康づくりに関する基礎知識等の普及啓

発活動の実施委託費 

無 

特別保健健康

福祉事業費補

助金 

社会保険診療報酬支払基金 7,867 社会保険診療報酬支払基金が行う老人保

健業務に対する補助 

無 

合計  8,306   
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 （２）委託費の明細 

内容 相手先 金額 支出目的 
連結対象

の有無 

健康保険事務

指定市町村交

付金 

市町村 4 健康保険法（大正11 年法律第70号）第

203 条の規定に基づき、日雇特例被保険

者に係る健康保険の事務の一部は政令で

定めるところにより市町村長に行わせる

ことができることになっており､同法第

151 条の規定により事務の執行に要する

費用を交付する。 

無 

国際社会保障

協会分担金 

国際社会保障協会 23 国際社会保障協会規約第14 章に基づき管

轄する被保険者の数に比例して協会の経

費を分担しなければならない。 

無 

疾病予防検査

等委託費（保

健事業費） 

①（社）全国社会保険協会連合会

②（財）社会保険健康事業財団 

③（財）社会保険協会     

④（財）都道府県社会保険協会 

⑤公的医療機関等        

50,120 政管健保の被保険者等に対する生活習慣

病予防健診の検査費である。 

無 

高額医療費貸

付事業等交付

金 

（社）全国社会保険協会連合会   3,018 高額な医療費の自己負担分に対して､保険

者から高額療養費が支給されるまでの当

座の支払に充てるための資金の貸付を行

い､家計の負担を軽減する。 

無 

整形外科療養

等委託費 

①（財）厚生年金事業振興団  

②（社）全国社会保険協会連合会 

③（財）社会保険健康事業財団 

④（財）社会保険協会     

⑤（財）都道府県社会保険協会   

3,248 四肢不自由の被保険者等の福祉の増進及

び健康の増進を図ることを目的とする。 

無 

 

健康保険病院

看護師養成所

経営委託費 

①（社）全国社会保険協会連合会

②公立紀南病院組合 

389 健康保険病院に適格な看護師を養成する

ため設けられた附属看護師養成所の経営

委託費。 

無 

厚生年金病院

看護師養成所

経営委託費 

①（財）厚生年金事業振興団  

②（社）全国社会保険協会連合会 

167 厚生年金病院に適格な看護師を養成する

ため設けられた附属看護師養成所の経営

委託費。 

無 

年金資金運用

基金交付金 

年金資金運用基金 53,584 年金資金運用基金の業務（資金運用、グ

リ－ンピア､住宅融資等）に要する費用の

一部に相当する金額を交付。 

有 

社会福祉･医療

事業団交付金 

社会福祉・医療事業団 182 社会福祉・医療事業団の業務（年金担保

貸付）に要する費用の一部に相当する金

額を交付。 

無 

185181



疾病予防検査

等委託費 

（特別保健福

祉事業費） 

公的医療機関等 887 政管健保の被保険者等に対する、生活習

慣病予防検診の検査費である。 

無 

独立行政法人

福祉医療機構

年金担保貸付

勘定運営費交

付金 

福祉医療機構 116 福祉医療機構の業務（年金担保貸付）に

要する費用の一部に相当する金額を交

付。 

無 

合計  111,742   

 

3．資産・負債差額増減計算書の内容に関する明細 

（１）その他の財源の明細 

款 項 金額 

雑収入 雑収入 38,545

雑益 雑益 2,160

他会計振替 他会計振替 △120

合計  40,584

 

（２）財産の無償所管換等の明細 

区分 相手先 金額 資産等の内容
所管換等

の理由 
備考

財産の無償所管換

（受） 
国土交通省 22

土地 

（庁舎敷地） 

公共物よ

り編入 

財産の無償所管換

（受） 
財務省(四国財務局) 98

土地・工作物

（宿舎敷地） 
所管換 

合計 120    
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4．区分別収支計算書の内容に関する明細 

（１）その他の収入の明細 

款 項 金額 

雑収入 雑収入 19,456 

合計  19,456 

 

（２）資金の明細 

資金名 前年度末残高 本年度増加額 本年度減少額 本年度末残高

特別保健福祉事業

資金 
1,501,116 9,103 8,999 1,501,219

 

（３）その他歳計外現金・預金の明細 

 金額 

前年度末残高 13,071

本年度受入 

  健康勘定への繰入未了 4,597

  年金勘定への繰入未了 6,740

本年度払出 

  健康勘定への繰入 △4,809

  年金勘定への繰入 △8,262

本年度残高 11,338
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